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2018年 6月 25日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場は、急落の後切り返した。米中貿易摩擦拡大への懸念から、一時大きく売られたが、中国・上

海市場が反発すると、買い戻しが入った。しかし、週末には再び警戒感が高まり、軟調となった。外部環境の不

透明感から内需・ディフェンシブ銘柄が総じてしっかりとなったほか、NASDAQ市場の堅調を映して、ハイテク株も

底堅かった。なお、今年最大の上場となったメルカリは公開価格を 67％上回る初値形成となった。米国市場は、

米中貿易摩擦懸念から続落となり、NYダウは再び 25000ドルを割り込んだ。一方、外部環境に左右されにくい IT

関連株に物色が集まり、NASDAQ は再び史上最高値を更新した。為替市場でドル円は、貿易摩擦懸念から円高

が進み、1 ドル 109 円台半ばを付けたが、その後、110 円台半ばまで戻した。ユーロ円も一時 1 ユーロ 126 円台

まで円が買われたが、その後は 127円台後半の動きとなった。 

今週の東京市場は、底堅くも上値の重い展開となろう。トランプ大統領の通商政策への懸念が燻るほか、新規

材料難で上値が抑えられやすい一方で、為替市場の落ち着きや 4－6 月期決算への期待から、下値もある程度

限られよう。ディフェンシブ系銘柄や IT 関連のほか、IPO が続くことから、新興市場を中心に中小型材料株への

物色も続こう。米国市場は引き続きトランプ大統領の言動に一喜一憂となり、神経質な展開となろう。為替市場で

ドル円は、長期金利動向を映して、1 ドル 110円前後でもみ合いとなろう。ユーロ円は新規材料に乏しく、1ユーロ

128円前後でもみ合いとなろう。 

今週、国内では 29日（金）に 5月の労働力調査、鉱工業生産、住宅着工、6月の消費動向調査が発表される。

一方、海外では 25 日(月)に 6 月の独 IFO景況感指数、26日(火)に 6月の米消費者景気信頼感指数、27日(水)

に 5 月の米耐久財受注、30 日(土)に 6 月の中国製造業 PMI が発表されるほか、28 日(木)、29 日に EU 首脳会

議が開かれる。 

テクニカル面で日経平均は、一時 25日線を割り込み、75日線に接近したほか、日足一目均衡表では転換線、

基準線を下回り、抵抗帯の雲領域に足を突っ込んだ。しかし、その後一旦これらを上回ったものの、週末には再

び 25日線や転換線を下回った。当面は 6月 21日高値(22782円)や 12日高値(23011円)が戻りめどとなろうが、

遅行スパンは日々線を下回っており、上値は重そうだ。一方、基準線(22491 円：22 日現在)や抵抗帯上限(22453

円：同)を下回ると、20日安値(22167円)や 75日線(22125円：同)が意識されよう。(大谷 正之) 
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各種指数の推移 （Bloomberg データより証券ジャパン調査情報部が作成） 



 

 

 
- 3 - 

☆株価が 13週・26週の両移動平均線の上位に位置しＧＣ形成前の主な銘柄群 

東証 1 部上場で、6 月 21日時点で 13 週・26週の両移動平均線（以下 MA）に対して上方カイ離の銘柄は 719

銘柄存在している。その中で今回は、株価とMAの位置関係が「株価＞26週MA＞13週MA」となっているゴール

デンクロス形成前の銘柄を選別した。業績堅調、取組良好な銘柄も散見され、注目したい。     （野坂 晃一） 

 

投資のヒント 
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ビックカメラ（3048･東 1） 

第 2四半期(9月－2月)業績は売上高が前年同期比
7.7％増の 4150.6 億円、営業利益が同 42.7％増の
133.4 億円。ビックカメラ単体ではインバウンド(免税品)
が前年同期比 34.9％増と大きく伸びたほか、ネット通
販も同16.9％伸びた。コジマもネット通販が同17.9％増
と健闘、既存店も同 5.4％増と堅調だった。品目別では
連結ベースでゲームが同 49.6％増となったほか、医薬
品・日用雑貨も同 30.8％と好調。主力の音響映像商品
ではカメラが同 12.6％増、家電では洗濯機が同 9.5％
増、パソコン本体も同 9.9％増と堅調だった。会社側で
は通期の売上高を従来計画比 50億円、営業利益を同
20 億円引き上げた。グループをあげた接客力や専門
性の向上、新規事業の拡大、インターネット通販の強
化などが増収につながったほか、グループのシステム
統合や物流改革も奏功したようだ。4 月からは楽天と
新会社を設立し利便性の高いインターネット通販「楽
天ビック」をスタート。競争力のある価格と幅広い品ぞ
ろえに加え、物流面の協業深化も期待される。第 3 四
半期(9－5 月)累計の月次売上高(「楽天ビック」除く)は、
全店売上高が前年同期比 9.5％増、品目別ではゲー
ム、医薬品、スポーツ用品が好調なその他商品が同
18.3％増、テレビが好調な音響映像が同 12.5％増と堅
調だった。第 3四半期決算の発表は 7月 10日予定。  

（大谷 正之） 
 

カネカ（4118･東 1） 

18年 3月期業績は売上高が前年比 8.7％増の
5961.4億円、営業利益が同 11.2％増の 368.8億円とな
った。塩ビ樹脂や苛性ソーダはアジアでの旺盛な需要
に支えられフル稼働が続いたほか、樹脂改質剤もマレ
ーシア新設備の本格稼働により販売が増加した。また、
ポリイミドフィルムも大手スマホメーカーの新機種向け
に販売が増加した。加えて、医療機器や医薬品原料も
順調で、還元型コエンザイム Q10は販売数量を大きく
伸ばした。営業利益は原料価格高騰の影響を一部で
受けたものの、販売数量の伸びでカバーした。続く 19
年 3月期は売上高 6500億円(前期比 9.0％増)、営業利
益 420億円(同 13.9％増)を計画している。旺盛な需要
を背景に新設備の本格寄与も期待され、すべてのセグ
メントで増収増益を見込む。また、2020年度(2021年 3
月期)を最終年度とする新中期経営計画を発表してお
り、先端事業の構成比引き上げやグローバル展開、新
たな M&Aなどで、売上高 8500億円(今期予想比
30.7％増)、営業利益 820億円(同 95.2％増)を目指す。
なお、同社は 10月 1日付で 5株を 1株に併合し、売買
単位を 100株に変更する予定。（大谷 正之） 

今週の参考銘柄 
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浜松ホトニクス（6965･東 1） 

光センサや測光装置など光に関する研究開発型企
業で、光電子増倍管では世界シェア約 9割を占める。
18年 9月期第 2四半期(10－3月)業績は売上高が前
年同期比 12.5％増の 730.7億円、営業利益が同
34.3％増の 149.9億円となった。電子管事業では光電
子増倍管が血液分析など検体検査装置向けに伸び
たほか、イメージ機器及び光源は非破壊検査装置向
けや X線画像の可視化変換装置向けなどに好調で、
同 15.5％増収、19.6％営業増益となった。また、光半
導体事業では光半導体素子が FA分野でシリコンフォ
トダイオードや LEDが伸びたほか、半導体製造・検査
装置向けのイメージセンサも好調に推移し、同 14.3％
増収、29.3％営業増益となった。一方、画像計測機器
事業では病理デジタルスライドスキャナが新製品投入
効果で伸びたものの、半導体故障解析装置の下期へ
の受注集中により、同 1.6％減収、2.0％営業減益とな
った。同社は上期の好調を背景に、通期見通しを上
方修正している。売上高は従来計画比 80億円増の
1443億円(前年同期比 10.6％増)、営業利益は同 30
億円増の 266億円(同 16.4％増)。修正後の通期計画
に対する上期の営業利益の進捗率は 56.3％で、依然
保守的な計画と言えよう。（大谷 正之） 
 

豊田合成（7282･東 1） 

前期は売上高が前年比 6.8％増の 8069億円、営業
利益が同 1.1％増の 411億円。生産対応費用増加や
将来の先行費用などが増加したものの、収益改善に
取り組んだ効果が出た第 4四半期（1－3月）に挽回、
増益を確保した。今期は IFRSを任意適用、前期と単
純比較できないものの、実質ベースで増収、増益とな
る見通し。円高（1 ドル 105円前提）で 20億円の減益
要因がある他、今期も先行費用を増やすものの、エア
バッグや内外装部品がホンダなどのトヨタ以外での拡
販効果が続きそうなこと、前期発生した生産対応費用
が正常化しそうなこと、合理化効果なども見込めるた
め。なお、ホンダ向け売上高は 17/3期の 372億円か
ら前期は596億円へ急拡大した。また、中長期経営計
画を発表。グローバル企業として 2025年度に売上収
益 1兆円以上、営業利益率 8％、ROE10％を目指して
いる。達成に向けてはイノベーションが鍵で、新技術
の売上高 1000億円、営業利益率 15％という高い目
標を掲げる。電気と力で機能する次世代誘電ゴムの
「e‐Rubber」、パワーデバイスの開発・事業化、高付加
価値 LEDの開発と応用などの事業化に今後注目した
い。また、CASE化に対応した新技術・新製品開発を
進め、収益の上乗せを見込んでいる。（増田 克実） 

今週の参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

６月２５日（月） 

６月１４・１５日の日銀金融政策決定会合の「主な意見」（８：５０） 

３カ月予報（気象庁） 

６月２６日（火）  

５月企業向けサービス価格（８：５０、日銀） 

上場  国際紙パルプ商事<9274>東証 1部 

６月２７日（水） 

上場  エーアイ<4388>、プロパティデータバンク<4389>、アイ・ピー・エス<4390>マザーズ 

６月２８日（木） 

５月商業動態統計（８：５０、経産省） 

６月２９日（金） 

６月東京都区部消費者物価（８：３０、総務省） 

５月有効求人倍率・労働力調査（８：３０、厚労・総務省） 

５月鉱工業生産・出荷・在庫（８：５０、経産省） 

５月住宅着工・建設受注（１４：００、国交省） 

６月消費動向調査（１４：００、内閣府） 

上場  スプリックス<7030>東証 1部 

７月１日（日） 

ＲＣＥＰ（アールセップ）閣僚会合（都内） 

※東アジア地域包括的経済連携 参加国：ASEAN 10 ｶ国＋6 ｶ国（日本、中国、韓国、豪、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ、印） 

 

＜国内決算＞ 

６月２５日（月） 

16:00～  【1Q】高島屋<8233> 

時間未定 【1Q】壱番屋<7630>、しまむら<8227> 

６月２６日（火）  

15:00～  日本オラクル<4716> 

６月２７日（水） 

時間未定 【1Q】ハイデ日高<7611>、パルコ<8251> 

６月２８日（木） 

15:00～  【1Q】ニトリＨＤ<9843> 

時間未定 【1Q】Ｊフロント<3086> 

【3Q】ナガイレーベ<7447> 

６月２９日（金） 

時間未定 【1Q】アダストリア<2685>、ＤＣＭ<3050>、スギＨＤ<7649>、ダイセキ<9793> 

 

 

 

  

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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＜海外スケジュール・現地時間＞ 

６月２５日（月） 

独  ６月ＩＦＯ景況感指数 

米  ５月新築住宅販売 

ＡＩＩＢ年次総会（インド・ムンバイ） 

導入２０年の通貨ユーロ検証会合（２６日まで、ダブリン） 

６月２６日（火）  

米  ４月Ｓ＆Ｐケース・シラー住宅価格 

米  ６月消費者景気信頼感指数 

６月２７日（水） 

欧  ５月ユーロ圏Ｍ３ 

米  ５月耐久財受注 

ＥＣＢ定例理事会 

６月２８日（木） 

ＥＣＢ拡大理事会、ＥＣＢ経済報告 

欧  ６月ユーロ圏景況感指数（ＥＳＩ） 

独  ６月消費者物価 

米  １～３月期ＧＤＰ確定値 

ＥＵ首脳会議（２９日まで、ブリュッセル） 

６月２９日（金） 

独  ６月雇用統計 

欧  ６月ユーロ圏消費者物価 

米  ５月個人消費支出（ＰＣＥ）物価指数 

米  ６月シカゴ景況指数 

６月３０日（土） 

中  ６月製造業ＰＭＩ 

７月１日（日） 

中国、乗用車の輸入関税率を 15％に引下げ 

メキシコ大統領選挙、議会選挙 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

６月２８日（木）  

アクセンチュア、ＫＢＨ、ナイキ 

（東 瑞輝） 

タイムテーブルと決算予定（予定は変更になる場合があります） 
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投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420％（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネッ

ト取引では、「約定毎手数料コース」においては、1 取引の約定代金が 100万円以下の場合は１取引につき 540

円（税込）、1取引の約定代金が 100 万円超の場合は 1取引につき 1,080円（税込）の委託手数料をご負担い

ただきます。「1日定額コース」においては、1日の約定代金 300万円ごとに 1,620 円（税込）の委託手数料

をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600円（税込）の追加

手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2複数市場へのご注文は市場ごとに 1 回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用を

加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960％（税込）の取次手数料をご負担いた

だきます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価の

みをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じて

当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引に

おいては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上かつ

30 万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国株式の

場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の損

失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読みへ下さい。これら目論見書等、資料の

ご請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもので

はありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに当社

の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変更する

ことがあります。 

2018 年 6 月 22 日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しており

ます。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170 号 

加入協会：日本証券業協会 

 

 コンプライアンス推進部審査済 2018年 6月 22日 


